
上京区地域保健推進協議会

令和元年７月２９日（月）
１４：００～１５：３０
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人口動態
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平成25年と平成30年の住民基本台帳の
比較から

生産人口
（15～64歳）
の減少

年少人口
（0～14歳）と

生産人口の増加

年少人口
（0～14歳）の

増加

年少人口
（0～14歳）の

増加

生産人口
（15～64歳）
の減少

○上京区の中でも，全
体的に
・高齢者人口：

1000名近く増加

・生産年齢人口：
1200名程度減少

○上京の南・中部では，
年少人口の増加が少し
ずつ見られている。
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行政区別高齢化率の推移 (京都市）

１ 東山区 ７ 上京区
２ 山科区 ８ 西京区
３ 北区 ９ 南区
４ 伏見区 １０ 中京区
５ 右京区 １１ 下京区
６ 左京区



単身高齢者人口及び割合（平成27年国勢調査より）

京都市 北 上京 左京 中京 東山 山科 下京 南 右京 西京 伏見

６５歳以上人口 393,143 33,130 23,032 45,287 26,945 12,815 39,472 19,139 24,521 55,107 38,695 75,000

単身高齢
者人口

65歳以上 70,738 5,848 4,872 7,957 5,525 3,252 6,332 4,459 5,212 9,252 4,975 13,054

65歳～74歳 32,129 2,374 1,875 3,267 2,369 1,389 3,170 1,935 2,575 4,326 2,414 6,435

75歳以上 38,609 3,474 2,997 4,690 3,156 1,863 3,162 2,524 2,637 4,926 2,561 6,619

単身高齢
者の割合

65歳以上 18.0% 17.7% 21.2% 17.6% 20.5% 25.4% 16.0% 23.3% 21.3% 16.8% 12.9% 17.4%

65歳～74歳 8.2% 7.2% 8.1% 7.2% 8.8% 10.8% 8.0% 10.1% 10.5% 7.9% 6.2% 8.6%

75歳以上 9.8% 10.5% 13.0% 10.4% 11.7% 14.5% 8.0% 13.2% 10.8% 8.9% 6.6% 8.8%

【参考】国：平成２６年 17.4％

１ ２ ３４

１ ２３
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京都市認知高齢者の推移と今後の推計

１．２倍

１．５倍

（第７期 京都市民長寿すこやかプランより） 15



16

悪性新生物, 301 

心疾患, 180 

肺炎・気管支炎, 57 
脳血管疾患, 62 

腎疾患, 16 
自殺, 14 

老衰, 94 

不慮の事故, 20 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

17年 １8年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年

上京区 主な死因別年次推移＜１０万人比率＞
悪性新生物 心疾患 肺炎・気管支炎 脳血管疾患

腎疾患 自殺 老衰 不慮の事故

（人）



0

20

40

60

80

100

120

死亡総数

悪性新生物

心疾患

脳血管疾患

肺炎

肝疾患

腎不全

老衰

不慮の事故

自 殺

0

20

40

60

80

100

120

140

死亡総数

悪性新生物

心疾患

脳血管疾患

肺炎

肝疾患

腎不全

老衰

不慮の事故

自殺

全 国

上京区

京都市

【女性】
【男性】

死因別標準化死亡比（平成20年～24年）

17



18



健康づくり事業について

健康長寿推進課
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受診率
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１ 京都市国民健康保険特定健診受診者質問項目回答
割合経年変化 （全市・上京区）

全国 市町村国保 特定健診受診率 37.2%
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脂質異常症
【有病者】HDL40未満 or 通院中

行政区別男性 女性
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「現在，コレステロールを下げる薬を飲んでいますか」の問いに，
はいと答えたものの割合。
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「１回３０分以上の軽く汗をかく運動を週２回以上，１年以上実施してい
ますか」の問いに，はいと答えたものの割合
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１ 要介護認定者の出現率は市内で最も高い。

２ 高齢者人口の増加に伴い，介護や認知症の課題の増加が予想される。

①健康づくりとして，前期高齢者には生活習慣病，ロコモティブシンド

ローム，後期高齢者にはフレイル（虚弱）予防対策が必要となる。

②認知症対策としては認知症の理解を深め地域で見守る体制づくり，徘

徊に対する対応，認知症の方を早期に発見し施策につなぐ取組が必

要となる。

３ 特定健診の結果，京都市平均値との比較では，運動習慣のある人が少

ない。

※フレイル予防の三本柱 栄養・運動・社会参加

健康づくり・高齢者分野の健康課題（平成３０年度）
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＜健康寿命をのばす「おもてなし」（フレイル予防にキーワード）を広げる＞

１ おもてなしの周知

①おもてなしカードを配布

４２６セット(11.30現在）

②すこやかつむぎリスト

1000部作成

２ おもてなしの啓発
①出前健康教室 等
１４回 延べ２２５人

②ロコモ予防教室114人
③京の食文化と健康づくり 123人
④商店街で啓発
（まちづくり推進 同志社女子大学とコラボ）

⑤診療所・医院・歯科医院・薬局に

カード見本設置 ⑥ふれあいまつり

お：お口のお手入れ
も：もりもり食べよう
て：手足をつかおう
な：仲間をつくろう
し：趣味をもとう
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・出水すこやか学級／正親焼き芋会／聚楽健康教室

・ロコモ予防教室（出水／室町）

・ふれあいまつり

・体力測定会

・介護予防推進センター実施の健康教室

〇教室実施後に実施したアンケート結果の報告

4
月

5月 6月 7月 8
月

9月 10月 11月 12
月

出水
すこやか
学級

正親
焼いも会

出水
ロコモ
予防教室

室町
ロコモ

予防教室
／
聚楽健康
教室

ふれあい
まつり

体力
測定会

介護予防推進センター実施教室

口腔 栄養 運動
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〇「健康寿命」
「フレイル」の
言葉の認知度を把握

健康寿命をのばす「おもてなし」アンケート 

平成 30年○月○日 

氏名（               ）  性別 ①男  ②女 

年齢 ① ～59歳  ② 60～64歳  ③ 65～69歳  ④ 70～74歳  ⑤ 75～79 歳  

⑥  80～84歳 ⑦ 85～89歳  ⑧ 90～歳 

１： 「健康寿命」という言葉と内容をご存知ですか？ 

①  言葉も内容も知っている  ② 言葉だけ知っている   ③ 知らない 

２： 「フレイル」という言葉と内容をご存知ですか？ 

①  言葉も内容も知っている  ② 言葉だけ知っている   ③ 知らない 

３： 各質問にあてはまる方に○をおつけください。  

１ 
ほぼ同じ年齢の同性と比較して健康に気をつけた食事を心がけています

か 
はい いいえ 

２ 
野菜料理と主菜（お肉またはお魚）を両方とも毎日 2回以上は食べていま

すか 
はい いいえ 

３ 「さきいか」「たくあん」くらいの固さの食品を普通に噛み切れますか はい いいえ 

４ お茶や汁物でむせることがありますか いいえ はい 

５ 1 回 30分以上の汗をかく運動を週 2回以上，1年以上実施していますか はい いいえ 

６ 
日常生活において歩行または同等の身体活動を 1 日１時間以上実施して

いますか 
はい いいえ 

７ ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速いと思いますか はい いいえ 

８ 昨年と比べて外出の回数が減っていますか いいえ はい 

９ 1日 1回以上は，誰かと一緒に食事をしますか はい いいえ 

10 自分が活気に溢れていると思いますか はい いいえ 

11 何よりもまず，物忘れが気になりますか いいえ はい 

 （東京大学高齢社会総合研究機構 飯島勝矢「フレイル予防ハンドブック」より引用） 

 

〇上京区民に
イレブンチェックを実施

３ イレブンチェック（フレイルのリスク）

栄

養

運

動

社
会
参
加

フレイルのリスクなし

フレイルのリスクあり

26



上京区民 ３１３人

NA：0.6％

青：フレイル
のリスクなし

59.4％

青：フレイル
のリスクなし

39.9％ 青：フレイル
のリスクなし

60.7％

赤：フレイル
のリスクあり

38.3％

NA：1.1％
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３ イレブンチェック（フレイルのリスク）

＜栄 養＞ ＜運動，社会参加＞

≪赤判定（フレイルの兆候）が多かった項目≫

★４割の方がフレイルリスクある
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「フレイル」という言葉を知って
いますか？

「健康寿命」という言葉を知って
いますか？

「健康寿命」は認知度が高いが
「フレイル」は認知度が低い

n＝504 n＝504

いる：31.3％

内容を知って
いる：21.2％

54.0%
いる：62.3％

5.2％ 1.2％

言葉だけ知って
いる：23.2％

1.6％

「おもてなし」アンケートより 28



「ロコモ予防教室（出水，室町）」と「聚楽健康教室」（運動の教室）で
アンケートで下記２つの質問を追加で実施しました。

★「おもてなしカード」の内容から
健康寿命をのばすために自分には何が必要だと感じましたか？

＜複数回答可＞
①お口のお手入れ ②栄養・食事 ③運動

④社会参加 ５その他（ ）

★身近な地域で健康教室に参加し，仲間と介護予防や健康づくりに
取り組ん でいますか？

①実践している ②どちらかといえば実践している

②心がけているが機会がない ④実践していない
29
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追加質問より 30



【身近な地域で仲間と介護予防や健康づくりに取り組んでいるか】

実践している：41％

どちらかといえば
実践している：20.9％

心がけているが
機会がない：12.2％

NA：
9.4％

実践していない：
16.5％

n = 139

追加質問より

＋（３割）
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評価 地域の健康教室に参加している者でも・・・

課題 ① 介護予防・健康づくりに取組んでいても

自分の健康状態を知る機会がない

② フレイル危険状態が約４割いる

③ 継続的に健康づくりに取り組む事が難しい

④ 地域住民は身近な場所で健康づくりに取組みたい。

令和元年度の計画

栄養・その他の生
活習慣ともにフレイ
ルの可能性がある
者が４割いる。

物忘れ，運動の項
目で赤判定（フレイ
ルの危険状態）とな
る者が多い。

自分の健康寿命を
のばすには栄養や
口腔面も必要だと
感じている者が
約半数いる。

健康づくりに取組む
機会がない，実施し
ていない者が
約３割いた。

① カードをより広く配布： 関係機関を増やして配布・フレイルを周知！【充実】
② 出前教室： 身近な場所で「おもてなし」普及啓発 【充実】
③ 継続支援の取組を計画： 地域で体力測定会等の検討 【新規】
④ 所内事業とも連動するしかけ作り： ツールを検討・実施 【新規】

上京区に必要な取組
【自分の体力等を知る機会】

【運動に加え栄養・口腔の
教室参加・知識の普及】

【身近な地域でフレイル予防
に取組める場の紹介・提供】
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＜認知症の方への理解を深め見守る取組＞

（事務局：高齢サポート）

地域ケア会議
「高齢サポートを中心とした

全体的なネットワーク構築・地域づくり」

市の地域ケア会議
（事務局：市）

内容：市レベルでの課題・対応策等を関係機関と協議

区・支所の地域ケア会議
（事務局：区・支所）

内容：区・支所レベルでの課題・対応策等を関係機関と協議

日常生活圏域の地域ケア会議
内容：地域課題の把握・対応策等を関係機関と協議

学区の地域ケア会議
内容：地域の見守り活動等について関係機関と協議

個別ケースの地域ケア会議
内容：個々の高齢者の支援方針を関係者と協議

分野別の会議
「専門職による分野別のネットワーク
構築・地域マネジメント」

在宅医療・介護連携支援センター
運営会議

（事務局：在宅医療・介護連携支援センター）
内容：在宅医療と介護の連携に関する地域課題抽出，対応策検討

認知症初期集中支援チームチー
ム員会議

（事務局：認知症初期集中支援チーム）
内容：認知症の初期支援に係る個別ケースの支援方針等の検討

地域支え合い活動調整会議
（事務局：地域支え合い活動創出コーディネーター）
内容：生活支援に関するニーズの把握とサービスの創出

ケアマネジメント支援会議
（ケアプラン事例検討）
（事務局：市，高齢サポート）

内容：自立支援に向けた多職種によるケアプランの事例検討

課
題
提
案
・
連
携
支
援

必
要
に
応
じ
て
連
携

連携
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１ 認知症の方の見守り体制を作る

２ 徘徊に対する対応，早期発見の仕組み作り

３ 障害を持つ養護者の支援が必要である

４ 一人暮らし・高齢者夫婦世帯の人がこれから
の生活に不安を持っている。また、その不安が問
題行動につながることがある。

１ 認知症の方の見守り体制を作る

認知症サポーター養成講座

認知症に関する個別的学習会の開催

声かけ訓練

２ 徘徊に対する対応、早期発見

地域包括支援センターと地域ネットワークの整理

個別地域ケア会議を開いて事前登録制度の積極

的登録支援を広める。

３ 障害を持つ養護者の支援が必要

障害保健福祉課と一緒に事例検討や意見交

換の場所を作り、お互いの役割分担を理解する。

＜認知症の方への理解を深め見守る取組＞

３０年度 ４地域包括支援センターと
地域課題を抽出・共有

上京区の課題と対応について

地域包括支援センターと協議

実施
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精神保健福祉事業について

障害保健福祉課
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令和元年度の課題の健康づくりの課題
◆特定健診結果及び後期高齢者健診の結果
①運動習慣のある人が少ない ②低栄養傾向の者が多い。
◆要介護認定率 市内で一番高い状況がある

【取り組み】

地域の関係機関団体と協働し，健康寿命をのばす「お・も・て・な・し」の
キーワードを区民に広げ，生活習慣病及びフレイル対策を重点に取り組む
ことを継続する。

新たに，①自分の体力等を知る機会 ②運動に加え栄養・口腔の教室参
加・知識の普及 ③身近な地域でフレイル予防に取組める場の紹介・提供
等に取り組む。
●ロコモ予防教室 ●京の食文化と健康づくり ●体力測定会
●地域の居場所での健康づくり ●おもてなシールラリー

今後の検討事項
生活習慣病予防対策
若者の食生活に関する指導 36
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母子保健事業について

子どもはぐくみ室
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第1子出産年齢が35歳以上 40.8％

↓

妊娠高血圧症候群，産後うつ病のリスク，

祖父母世代の高齢化のため支援が得られにくい

母子保健分野の健康課題（３０年度）
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支援対象者の傾向（H２９年度）

３５歳以上
48%

３５歳未満
52%

産婦割合

性格・既往歴
21%

支援がない，ある

いは関係性
21%生活ペースつか

めない
35%

不安が続く
23%

高得点の原因

45

支援終

了
53%

継続支

援
38%

育児支援

登録

介入後の処遇



１ メンタルヘルスに課題のある親への支援が必要

① 産後健診ホッとサポート事業

・１２．２％（１割強）が産後うつの傾向（平成２９年度支援対象者 ５５件／出生数４４９人）

その内，精神科相談歴や受診歴のある者が２割

・ストレスの要因

＜母の身体面＞○産後の疲労・睡眠不足 ○既往歴 ○完璧主義 ○高齢

＜育児＞○子どもと接した経験がない ○授乳ペースなど生活リズムがつかめない

＜支援＞○家族の支援が得られない ○家族が過干渉である

＜子ども＞○子どもの特性（少しずつしか飲まない，眠時間が少ない等）

② 子育て支援方針会議対象者

・６８．１％（１５人/ ２２人） に父または母に精神疾患や発達障害がある。

２ 最近の子育て世代の特徴として，情報は欲しいが，他人とのつながりをわずらわしく思う

方がいる，マニュアルやネットの情報通りにいかず育児不安が高まるなどがみられる。

見えてきた健康課題
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虐待未然防止の取組
～妊娠期からの切れ目のない子育て支援～

※数値は平成２９年度実績

母子健康手帳交付
妊婦相談事業
５１７件

プレママ・パパ教室 産後健診ホッとサポート事業
５５件

乳幼児健康診査
受診率９５．７％

ぎゅうっとひろば
企画型 延べ６２２人
つどいっこ 延べ１８６名

お祝い訪問事業
延べ１２８件

育児支援家庭訪問事業
延べ５５件

こころの相談日の周知
年４８回 延べ９２８人

産後うつ病のリスクの講話
年４回 延べ４２人

初妊婦等家庭訪問事業
１８９件

新生児等訪問指導事業
延べ５０６件

孤立化を防ぐ取組
地域での見守り
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地域のネットワークづくり
要保護児童対策地域協議会
上京区子育て支援調整会議

児童相談所 子どもはぐくみ室 区公立保育所
教育委員会指導部生徒指導課（小学・中学）
教育委員会生涯学習部
北総合支援学校 上京消防署 上京警察署
上京東部医師会 西陣医師会 上京歯科医師会
和敬学園 区社協 区保育園長会
小学校長会上京支部 中学校長会北・上京支部
公立幼稚園長会 私立幼稚園上京地区園長会
区内児童館学童保育所代表
民生児童委員会

上京区赤ちゃんお祝い訪問
プロジェクト実行委員会 5月

民生児童委員会 主任児童委員
区社協 区内保育所
区内児童館 区内つどいの広場
区内子育てサロン
区内子育てサークル
子どもはぐくみ室

民生児童委員会児童母子福祉専門部会
5月，2月

地域子育て支援ステーション会議
11月，2月

区内児童館 区内保育園
（公立保育所公立幼稚園つどいの広場）
子どもはぐくみ室

合同

研修会
11月

代表者会議 6月

実務者会議 6月，9月，12月，3月

個別ケース検討会 必要時

医療機関連携 必要時
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○妊娠期の関わりから産後早期のタイミングで相談対応できている。

○育児支援の対象者の約７割が精神疾患，発達障害あり。

引き続き障害保健福祉課と密な連携が必要。

○継続支援対象者を地域の資源につなげている。

妊娠期からの切れ目のない支援の継続

こころの健康に関する普及啓発を障害保健福祉課と連携し検討

地域の子育て支援関係機関との連携

評価・課題

令和元年度の計画
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感染症について

上京医療衛生コーナー
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類別 感染症名 届出件数

三類
腸管出血性大腸菌感染症 ３

＜合計３＞

四類
レジオネラ症 ８

＜合計８＞

五類

アメーバ赤痢
ウイルス性肝炎（Ｂ型）
カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症
急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く）
クロイツフェルトヤコブ病
劇症型溶血レンサ球菌感染症
後天性免疫不全症候群
侵襲性インフルエンザ菌感染症
侵襲性肺炎球菌感染症
梅毒
播種性クリプトコックス症
百日咳

風疹

４
２
３
１
２
２
４
４
１３
４
２
３
１

＜合計４５＞

１上京区における感染症届出状況（平成３０年）
感染症届出類別数（二類：結核を除く）

昨年度は上京区
で重症者が 1名
ありました。
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２ 感染性胃腸炎

感染性胃腸炎集団発生対応件数

年度 件数（件） 検査結果

Ｈ２７ ２ ノロウイルス ２ （全市 ３３件）

Ｈ２８ ４ ノロウイルス ４ （全市 ４９件）

Ｈ２９ ２ ノロウイルス ２ （全市 ３７件）

Ｈ３０ １ ノロウイルス １（全市 ４９件）
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３ 上京区における結核発生状況（平成３０年）
（１）結核

上京区 京都市（参考）

年末時登録者数 １７ ４８３

新規登録者

（罹患率：人口１０万対）

９
（１０．４）↓

２２６

（１５．４）

喀痰塗抹陽性者
（新規登録者における割合）

３
（３３．３％）↓

９１
（４０．３％）

潜在性結核感染症
３

（３３．３％）↓
１０４

（４６．０％）

外国人
２

（２２．２％）↑
１４

（６．２％）

全国
罹患率13.3
平成29年
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（２）世界各国の全結核届出率(人口10万対）
１０ １００

フィリピン
ボツワナ
ザンビア
インド
タイ

2.7

322

102

13.3

55

72

133

１

低蔓延国
中蔓延国 高蔓延国

日本は人口10万
対１３．３人

イギリス
フランス

スウェーデン
オーストラリア

オランダ
デンマーク

カナダ
アメリカ

マラウィ
韓国
中国
台湾

シンガポール
ブラジル
イエメン
日本
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（４）結核新登録患者年齢内訳

年齢 新登録患者数（人） 割合（％）

0～14歳 ０ ０．０

15から64歳 ５
（うち外国人２）

５５．６

65歳以上 ４ ４４．４

（再掲）75歳以上 ３ ３３．３

〇地域ＤＯＴＳ事業
新規登録患者及び潜在性結核感染症の患者に
保健師及び服薬支援者が内服治療終了までの確実な服薬支援の実施。

高齢者が
４０％以上
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上京区における結核発生状況（平成３０年）
（２）結核（再掲）

上京区 京都市（参考）

年末時登録者数 １７ ４８３

新規登録者

（罹患率：人口１０万対）

９
（１０．４）↓

２２６

（１５．４）

喀痰塗抹陽性者
（新規登録者における割合）

３
（３３．３％）↓

９１
（４０．３％）

潜在性結核感染症
３

（３３．３％）↓
１０４

（４６．０％）

外国人
２

（２２．２％）↑
１４

（６．２％）

上京区
外国人の割合
２２．２％
（全国9.1％）
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（５）新規患者登録者数と外国人数

毎年中国，フィリピン等結核蔓延国出身の

新規登録者がいる。

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

新規登録者数 １３ １４ １４ １０ ９

外国人数 １ ２ １ １ ２

出典：京都市 上京区
みやこストップ結核 評価会議
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４ 平成30年度の実施内容

（１）結核について
高齢者及び外国人関連施設，支援者に予防・啓発発活動を実施。
結核関連健康教育 実施一覧
☆新規 ★連携新規

日時 テーマ 対象

9月5日
☆

高齢者における結核 上京区介護保険
事業者100名

9月25日
☆

外国人における結核
の状況について（結核予
防週間啓発活動一環）

京都国際アカデ
ミー職員

9月25日
☆

外国人における結核
の状況について（結核予
防週間啓発活動一環）

京都日本語学校
職員

11月7日
☆

京都市の感染症業業
務について（院内感染
防止）

西陣病院職員
130名

11月27日
★

高齢者における結核 JOY健活体操
参加者 65名

延べ295名に実施

京都日本語学校

京都国際アカデミー
東南アジアからの
学生が多く，母国
で病院に行ったこ
とない人が多い。
先生が学生の生活
の困りごとにも，丁
寧に関わっている。

アジア以外，フランス等
の先進国からの留学生
も多い。メンタルヘルス
の課題を抱える学生も
いて，対応に苦慮してい
る。

59



（２）感染性胃腸炎について
子ども及び高齢者関連施設，関係者に向けて予防・啓発活動を実施。

感染性胃腸炎等 関連健康教育 実施一覧

日時 テーマ 対象

7月20日
★

感染性
胃腸炎

せいしん幼稚園子育て
サロン参加者，職員 19名

9月3日
★

感染性
胃腸炎

室町児童館子育てサロン
参加者，職員 13名

9月10日
★

O－157 上京区保育園園長会 20名

9月27日
9月28日
★

感染性
胃腸炎

上京区安全衛生委員会
上京区役所職員 50名

3月14日
予定

感染性
胃腸炎

上京区介護保険事業所
職員 72名

延べ１７４名に実施

吐物処理の

デモンストレー
ション

上京区安全衛生
委員会講習会
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（３）その他感染症について
インフルエンザに関して：高齢者関連施設，関係者に向けて予防・啓発活動を実施。
HIV・STDに関して：大学生向けに予防・啓発活動を実施。

その他 関連健康教育 実施一覧

日時 テーマ 対象

11月15日
☆

インフルエンザ 上京区介護保険事
業所職員 65名

11月16日
★

インフルエンザ 元待賢学校区住民
15名

11月24日
☆

冬の感染症 西陣年功会 45名

12月3日
☆

HIV・STD講義 京都府立医科大学
看護学部学生81名

12月5日
☆

HIV・STD
ポスター・
グッズ配布

同志社大学

延べ206名に実施

京都府立医科大学にて

西陣年康会にて

性感染症の模
擬体験，水の
交換実験！
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高齢者の結核
関係機関への（特養ホーム，有料老人ホーム）への情報提供

外国人の結核
日本語学校へのオリエンテーションで，結核予防について情報提供

感染性胃腸炎
保育所や高齢者施設への注意喚起，情報提供

腸管出血性大腸菌感染症
流行についての注意喚起・情報提供（1歳半・3歳児健診来所の保
護者，小児科，保育所・幼稚園・児童館）
流行時期の初夏～初秋オリジナルチラシ８００部配布

５ 令和元年度の計画
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地域と協働した健康づくり

令和元年度 上京区の健康づくり事業

妊娠期・乳幼児

【健康づくり，高齢】
特定健診結果及び後期高齢者健診の結果では，①運動習慣のある人が少ない ②低栄

養傾向の者が多い。また，要介護認定率は市内で一番高い状況があるため，地域の関係
機関団体と協働し，健康寿命をのばす「お・も・て・な・し」のキーワードを区民に広げ，生活
習慣病及びフレイル対策を重点に取り組むことを継続する。

2019年度は新たに，①自分の体力等を知る機会 ②運動に加え栄養・口腔の教室参加・
知識の普及 ③身近な地域でフレイル予防に取組める場の紹介・提供 等に取り組む。
【精神保健】

精神障害者手帳及び通院医療承認数は年々増加している。精神疾患のある保護者の子
育ては，心身両面の負担が大きい。精神障害を持つ方の家族関係の課題が多く，自身の自
立の妨げや高齢者虐待への発展する恐れがある。
他部署との連携強化と，関係機関のネットワークを広げる。また，こころの健康についての

啓発と相談窓口等の普及に取り組む。
【母子保健】

産後健診サポート事業では，産婦の１割にうつがあり，そのうちの３割に精神科の受診歴
があり，育児支援事業の８割の父母に精神科疾患がある。また，子育て中は，地域とのつな
がりが希薄になりやすく，親子が孤立化する恐れがある。

そのため，産後鬱の予防やこころの健康の啓発に取り組み地域の関係機関との連携を強
化し虐待の未然防止に努める。
【感染症】

結核登録者の高齢化や，外国人登録者があり，高齢者施設や外国人関係施設への普及
啓発に取り組む。感染性胃腸炎，O-157等の集団感染の予防について関係機関への研修・
普及啓発に取り組む。

妊娠期からの切れ目のない子育て支援
～産後うつの予防～

保育所や高齢者施設，外国人に対する感染症予防の啓発・研修

シニア・シルバー世代働き・子育て世代子ども・若者世代

こころの健康づくり～こころのふれあいネットワーク～

高校生飲酒予防セミナー

上京えんじぇる”ぎゅうっとひろば”

乳幼児健康診査

こころの健康（産後うつ）の啓発

母子健康手帳交付時妊婦面接

児童館・保育施設等への健康教育

上京区の健康課題と対策

家庭訪問による保健指導

ふれあいまつりでのフレイル予防の取組

地域の居場所等での健康教室（おもてなしパッケージ）

ロコモ予防教室，京の食文化と健康づくり講演会

商店街との連携による取組

「お・も・て・な・し」カードを用いて，区民にフレイル予防を啓発乳がんの健康教育

健康寿命をのばす「お・も・て・な・し」のキーワードを区民に広げていく

地域包括支援センター，介護予防推進センターと協働による教室の開催

食育セミナー
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受動喫煙対策



https://www.med.or.jp/forest/kinen/risk/
１



２



３



４



５



たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約
（WHO Framework Convention on Tobacco Control : FCTC）

2005年発効

１）職場等の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的な措置をとる。

＝受動喫煙の防止

２）たばこ製品の包装及びラベルについて，消費者に誤解を与えるおそれのある形容的表示等を用いることによ

りたばこ製品の販売を促進しないことを確保し，主要な表示面の30％以上を健康警告表示に充てる。

３）たばこの広告，販売促進及び後援（スポンサーシップ）を禁止し又は制限する。

４）たばこ製品の不法な取引をなくするため，包装に最終仕向地を示す効果的な表示をさせる等の措置をとる。

５）未成年者に対するたばこの販売を禁止するため効果的な措置をとる。

６）条約の実施状況の検討及び条約の効果的な実施の促進に必要な決定等を行う締約国会議を設置する。締

約国は，条約の実施について定期的な報告を締約国会議に提出する。

６



e-ヘルスネット 厚生労働省

７



平成28年 労働安全衛生調査（実態調査） 厚生労働省

• 敷地内全面禁煙 14.0％

• 建物内禁煙 39.9％

平成30年 健康増進法改正

平成24年 健康日本２１（第二次）

•受動喫煙の機会を有する者の割合の低下

行政機関，医療機関 ０％

飲食店 15％

８



９


